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商用ワークフロー管理システムと連動する
インターワークフロー支援システム

速 水 治 夫†1 勝 間 田 仁†1 世 古 将 洋†1

提 箸 公 代†2 渋 谷 亮 一†3 石 丸 知 之†4

大 南 正 人†5 岡 田 謙 一†6

近年，多くの企業において，ビジネスプロセスの自動化，および情報共有の効率化を目的として
ワークフロー管理システムが導入されている．当面，ワークフローは企業内部に閉じる業務への適用
に重点が置かれている．次のステップでは，それらのワークフローを企業の壁を越えて接続し，複数
の企業にまたがる業務の連携と必要な情報の共有をめざすことになる．これをインターワークフロー
と呼び，その実現に必要な一連の支援機構をインターワークフロー支援機構と呼ぶ．著者らは，この
支援機構を提案し，プロトタイプにより実現性を確認してきた．この間，ワークフロー管理システム
の国際的標準化団体であるWfMC（Workflow Management Coalition）により，商用の異種ワーク
フロー管理システムを分散環境下で相互接続するためのインタフェースとプロトコルが標準化された
ため，実用的なインターワークフロー支援機構を実現できる環境が整ってきた．著者らは，上記標準
プロトコルを使用し，実用を目指したインターワークフロー支援システムの開発と実証実験を実施し
た．本論文では，本インターワークフロー支援システムおよび実証実験から得られた評価を述べる．
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Recently, workflow management systems are being introduced in many organizations to
automate the business process. The initial emphasis of introducing a workflow management
system is on its application to the workflow in a given organization. The next step is to in-
terconnect the workflow across organizations. We call it interworkflow, and the total support
technologies, which are necessary for its realization, interworkflow management mechanism.
We had proposed this management mechanism and confirmed realization by the prototype.
At the same time, the interface and the protocol for interconnecting heterogeneous work-
flow management systems under the distributed environment has been standardized by the
international standardization group of workflow management system, WfMC (Workflow Man-
agement Coalition). So we advance the project of the implementation of interworkflow man-
agement system for the practical use and its experimental proof. In this paper, we describe the
interworkflow management system and the evaluation acquired from the experimental proof.
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1. は じ め に

近年，多くの企業において，部門や企業のビジネス

プロセスの自動化，および情報共有の効率化を目的と

してワークフロー管理システムが導入されている1),2)．

ワークフローとは，複数の担当者がネットワークを

経由して仕事をする際に，作業を円滑に進めるため

に，業務の流れや担当者間で受け渡すドキュメントや

情報を管理し，自動化することである．ワークフロー

を定義し，実行するシステムがワークフロー管理シス
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テムである．その主要なサブシステムは，プロセス定

義ツール，ワークフローエンジンとワークフロークラ

イアントである3),4)（図 1 参照）．プロセス定義ツー

ルにより作業の手順や作業の担当者，作業に関連する

アプリケーションなどをあらかじめプロセス定義デー

タとして定義しておく．これを基に，ワークフローエ

ンジンは業務案件の処理を自動的に各担当者に割り当

て，ワークフロークライアントを通じて必要な情報を

作業者に配送し，必要なアプリケーションを起動する

といった制御や進捗の管理を自動的に行う．このシス

テムを用いることで，作業の誤りや情報の滞留などを

排除し，確実かつ効率の良い業務の遂行の支援が可能

となる．

当面，ワークフローは企業あるいはその部門内部に

閉じる業務への適用に重点が置かれている．次のステッ

プでは，それらのワークフロープロセスを部門や企業

の壁を越えて接続し，複数の組織（部門，企業）にまた

がる業務の連携と必要な情報の共有をめざすことにな

る．たとえば，資材調達のワークフロープロセスを取

引先の受注納品管理のワークフロープロセスと相互に

接続することで，資材調達をより効率化することが考

えられる．このようなワークフロープロセスの相互連

携をインターワークフローと呼び，その実現に必要な

一連の支援機構をインターワークフロー支援機構と呼

ぶ．著者らは，この支援機構を提案し5),6)，プロトタ

イプにより実現性を確認してきた7)．インターワーク

フロー支援機構は，企業間での電子商取引（Business

to Business Electronic Commerce）を実現する際に，

企業間のビジネスプロセスを連携する有力な支援機構

として期待できる．

文献 5)，6)において，インターワークフロー支援

機構として，次の 3つが必要であることを提案した．

第 1は，各組識間の業務の連携を分析し，それに基づ

いて相互のワークフロープロセスの連携関係，すなわ

ちインターワークフローをモデリングするための支援

機構である．第 2は，インターワークフローに基づい

て，各組識の業務に対応するワークフロープロセスの

構築の支援機構である．第 3は，構築されたワークフ

ロープロセスを分散環境下で運用するための支援機構

である．そして，第 1の支援機構の重要な要素として，

インターワークフローのモデリング結果を記述するイ

ンターワークフロー記述言語を提案した．

文献 7)において，上記 3つの支援機構をプロトタ

イプシステムとして構築した結果に基づき，一連のイ

ンターワークフロー支援機構が有効であることを示し

た．そして，第 1の支援機構として，ユーザフレンド

リーな GUIを持つインターワークフロー定義ツール

が有用であることを提案した．そこでは，第 3の支援

機構として，試験用ワークフロー管理システムの上に

電子メールによる連携機構を用意し，第 2の支援機構

として，インターワークフロー定義ツールのデータ保

存形式を（上記インターワークフロー記述言語に変換

することなく）直接，上記ワークフロー管理システム

のプロセス定義データに変化する方式をとった．

この間，ワークフロー管理システムの国際標準化団

体であるWfMC（Workflow Management Coalition）

により，商用の異種ワークフロー管理システムを分散

環境下で相互接続するためのインタフェースとプロト

コルが標準化された8)∼11)．これは，上記第 3の支援

機構の必須機能に相当する．これにより，実用的なイ

ンターワークフロー支援機構を実現できる環境が整っ

てきた．

これまでも，組織間にまたがるワークフローを実現

する試みは報告されている．それらは，同種のワーク

フローサーバを分散配置するもの12)，あるいは独自の

プロトコルによる異種ワークフロー管理システム連携

によるもの13)であった．

著者らは，WfMCの標準プロトコルを使用し，上

記第 1，第 2の支援機構の実用化を目指したインター

ワークフロー支援システムの開発と実証実験のプロ

ジェクトを遂行した14)．

本論文では，本インターワークフロー支援システム

の設計および実証実験から得られた評価を述べる．

以下に本論文の構成を示す．2章ではインターワーク

フローモデリングの特徴を述べる．3章ではWfMCの

標準プロトコルについて簡単に紹介する．4章ではイ

ンターワークフロー記述言語について述べる．5章で

実現した支援システムについて述べる．6章で支援シス

テムの効果を述べ，7章でその効果を実証実験の結果か

ら評価する．最後に 8章で本論文のまとめを述べる．

2. インターワークフローモデリングの特徴

組織間連携業務の事例として，米国パソコン流通業

界のコンソーシアムRosettaNetがある15)．米国パソ

コン流通業界の各社は，Dell，Gateway などの直販

メーカーの台頭により存亡の危機を感じ，その巻き返

し策として，流通網の徹底した電子化を目指している．

そこでは，IBM，COMPAQ などの主要なパソコン

メーカー，部品メーカー，卸，販売店，運送，金融，

さらには巨大ユーザをも含めたサプライチェーンの大

改造が進められている．そのために，まずパートナー

企業間のビジネスプロセスを洗い出し，非効率な部分
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図 1 インターワークフロー支援システムとワークフロー管理システムの構成
Fig. 1 Structure of interworkflow management system and workflow management system.

を改善した新しい「パートナー・インタフェース・プ

ロセス（PIP）」を作成する．その特徴は，企業間プ

ロセスの標準化であり，各社内プロセスには手をつけ

ないとのことである15),16)．

この事例からも分かるように，相互連携を行う組織

であっても，各組識は他の組織から必要以上に組織内

の業務プロセスについて干渉を受けることなく，独立

にものごとを決定する能力や権限を持つ必要がある．

このような独立してものごとを決定する権限を持って

いることを，組織の独立性と呼ぶ17)．これにより，各

組織は独自にワークフロープロセスを構築するのが一

般的である．

このような独立性の一方で，インターワークフロー

の構築においては，組織間連携業務のインタラクショ

ンを厳密に規定しなければならない．この観点からは，

各組織独立ではなく，組織間の協調により 1カ所で記

述する方式が有利である．しかし，これは組織の独立

性と相反する要求であり，インターワークフローを構

築するうえでのジレンマとなる．このジレンマを解消

するには，まず第 1 段階として，各組識のワークフ

ロープロセスの内部をブラックボックスとして，相互

連携のみに着目して記述する．第 2段階として，その

結果を各組織が持ちかえり，ブラックボックスとした

ところに内部プロセスを追加する．すなわち，プロセ

ス記述を階層化する方式が考えられる．このために，

1章で述べた第 1と第 2の支援機構が必要となる．

3. 異種ワークフローエンジン間接続プロト
コル

システム実現の前提とするWfMCの，異種ワーク

図 2 ワークフロープロセス間連携モデル
Fig. 2 Models of workflow cooperation.

フローエンジン間接続プロトコルを紹介する9)∼11)．

本プロジェクトにおいて，インターワークフローを分

散環境下で運用するための支援機構として，本プロト

コル実行部を商用ワークフロー管理システムである

Groupmaxと InConcertに実装し，プロトコルの有

効性を確認した（図 1参照）．特に，高度な並行同期型

のプロトコルの実装は世界で初めてであり，WfMCか

らプロトコルの有効性確認を期待された．

3.1 ワークフロープロセスの連携モデル

複数組織のワークフロープロセスの連携には，次の

3モデルが想定されている（図 2 参照）．複雑な組織

間連携業務は，これらモデルを組み合わせることで記

述できる．
©1 引継型（Chained Processes Model）

一方のワークフロープロセスが他のワークフロープ

ロセスを起動し業務を引き継ぐ．
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表 1 接続オペレーションと主要パラメータ
Table 1 Operations and important parameters.

©2 請負型（Nested Sub-process Model）

一方のワークフロープロセスが他のワークフロープ

ロセスを起動し，その業務の一部を代行させ，その結

果報告を受けて最初のプロセスは業務を続行する．
©3 並行同期型（Parallel Synchronized Model）

独立なワークフロープロセスが相互に同期をとりな

がら，情報を交換することによって，対等に業務を連

携する．

3.2 接続プロトコル

ワークフローエンジンが連携モデルを実行すると

きに使用するオペレーション，およびその主要なパラ

メータを表 1に示す．これらのパラメータは，ユーザ

が設定した連携パラメータリストから値が引き継がれ

る．連携開始を要求するワークフローエンジン（以下，

ソースエンジン）は，連携モデルの各局面に必要なオ

ペレーション列をまとめて，1文の電子メールで相手

ワークフローエンジン（以下，ターゲットエンジン）

に送信する（表 2 参照）．ターゲットエンジンは，応

答確認のために同一のオペレーション列を返信する．

ただし，要求時と応答時で使用するパラメータは異

なっている．応答時のパラメータは，各オペレーショ

ンごとの実行結果コード（ErrorCodeという）が中心

となる．アプリケーションによりファイルの送付が必

要な場合は，電子メールの添付ファイル（Multipart

Message形式）で送付する．

4. インターワークフロー記述言語

インターワークフロー記述言語を簡単に紹介する6)．

インターワークフロー記述言語はアクターモデル18)を

基本モデルとした言語である．アクターモデルとは，
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並行に動作する複数のアクターがインタラクションす

ることにより処理を行うモデルである．このモデルで

はそれぞれのアクターはほかから独立した存在として

扱われ，アクター間のインタラクションはメッセージ

交換による情報伝達のみによって行われる．インター

ワークフロー記述言語では企業間連携業務を構成する

個々のワークフローをアクターと考える．そして他の

ワークフローとの情報交換や，他のワークフローの起

動をアクター間のインタラクションと考える．

図 1の 3つの連携モデルをインターワークフロー記

表 2 オペレーション列の例
Table 2 Examples of operation sequence.

図 3 インターワークフロー記述言語
Fig. 3 Interworkflow description language.

述言語で記述した例を図 3 に示す．

インターワークフロー記述言語はプロセス，アク

ション，メッセージの 3要素から構成される．プロセ

スは，実行すべき順序に従って並べられたアクション

の列によって表現され，ワークフローの挙動を表す．

アクションはプロセスの最小構成単位である．このア

クションには，他のワークフローとの連携を表す外部

アクションとワークフローの内部的な処理を表す内部

アクションとがある．外部アクションには他のワーク

フローとのメッセージの交換を表すメッセージ交換ア

クション（>>，<<）と他のワークフローの起動を表す

プロセス起動アクション（new）の 2種類がある．内

部アクション（act）は，何らかの組織内作業（ワー

クフローのアクティビティに相当）が必要であること

を示しているが，担当者などは指定しない，いわばブ

ラックボックスのアクティビティである．メッセージ

はワークフロー間で交換されるデータの構造と種別を

表す．インターワークフロー記述言語はこれらをテキ

スト形式により記述したものであり，その記述はヘッ

ダ部とボディ部に分かれる．ヘッダ部にはメッセージ

の定義とプロセスの宣言が記述され，ボディ部にはプ

ロセスの挙動が記述される．

5. インターワークフロー支援システムの設計

本プロジェクトでは，第 1 の支援機構（インター
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図 4 インターワークフローリソースエディタ
Fig. 4 Interworkflow resource editor.

ワークフローモデリングの支援機構）としてインター

ワークフロー定義ツールを，そして第 2 の支援機構

（ワークフロープロセス構築の支援機構）としてトラ

ンスレータを開発した．これらをあわせてインター

ワークフロー支援システムと呼ぶ（図 1 参照）．これ

らはMicrosoft Windows 98および NT上で動作する．

5.1 インターワークフロー定義ツール

より汎用性の高いモデリングが可能となるように，

ワークフロープロセスの連携の記述と，各ワークフ

ロープロセスを具体的にどの組織が実行するかを切り

離して記述する．たとえば，資材調達のワークフロー

プロセスを納入業者の受注納品管理のワークフロープ

ロセスと相互に接続するときに，複数の納入業者を対

象とする場合がある．この場合，受注納品管理のワー

クフロープロセスを，具体的納入業者と切り離して定

義することにより，同一定義データを複数の納入業者

で共用できる．すなわち，汎用性の高いインターワー

クフロー定義とすることができる．また逆に，1つの

組織が複数のワークフロープロセスを実行する場合

も考えられる．このような場合に便利に対処するため

に，組織の情報（これをインターワークフローリソー

スデータと呼ぶ）を独立に登録し，繰り返し利用でき

るようにする．

( 1 ) リソースエディタ

　リソースデータを登録し，管理するツールをリソー

スエディタと呼ぶ（図 4参照）．そして，インターワー

クフローの各プロセスにどの組織が対応するかを関連

付けできるようにし，一度登録したリソースデータを

繰り返し利用する．リソースデータは，会社名，部門名

（ツールの表示は “組織名”となっている），担当者名と

WfMCの接続プロトコルで必要となる各部門のメール

アドレスである．このアドレスは接続オペレーション

のパラメータの SourceNodeIDと TargetNodeIDと

して使用される（表 1 参照）．

( 2 ) プロセスエディタ

　インターワークフローのプロセスを記述するツール

図 5 インターワークフロープロセスエディタ
Fig. 5 Interworkflow process editor.

をプロセスエディタと呼ぶ（図 5 参照）．エディタの

画面は，図 5のように 5つの領域（©1 ～©5 ）に分かれ
ている．右上の大きいプロセス定義領域（©1 ）がイン
ターワークフロープロセスを記述するところである．

左中段のパレット領域（©2 ）に用意されている記述部
品（プロセス，アクション，メッセージ，リンクなど）

を選択して，ドラックアンドドロップ，再配置，結合な

どの操作で記述する．これらの記述部品は，インター

ワークフロー記述言語の言語要素に対応している．プ

ロセス部品（四角の枠）で囲んだ範囲が，1つのプロ

セスとなる．その中に必要なアクションを配置し，リ

ンクで結合してアクションの順序を指定する．このグ

ラフィカルに記述した結果をインターワークフロープ

ロセスデータと呼ぶ．図 5は引き継ぎ型の連携プロセ

スを記述しているところである．左上の構造表示領域

（©3 ）は，記述したプロセスとアクションを木構造で
示す．大規模なインターワークフローで，プロセス定

義領域で一覧できないときに便利である．

インターワークフロープロセスを記述し終えると，

記述チェックを行う．記述エラーがあると，エラーの

内容が下段左のエラー領域（©4 ）に表示される．
記述エラーを修正した後，各プロセスごとに前記

のリソースデータとの関連付けを行う．関連付けは，



2714 情報処理学会論文誌 Oct. 2000

図 6 プロセスデータとリソースデータの関連付け
Fig. 6 Relating process to resource.

図 6のように対象のプロセスをマウスのクリックで選

択し（選択された Acompanyプロセスの枠が反転し

ている），対応する組織名を選択ウィンドウから選ぶ

ことによって行う．

次に，インターワークフロー記述言語によるイン

ターワークフロー定義データへ変換する．変換結果は

下段右の定義データ表示領域（©5 ）に表示される．
なお，各領域の大きさは，記述の各局面に応じて記

述しやすいように変更できる．

リソースデータとの関連付けを行う前の（グラフィ

カルな）インターワークフロープロセスデータと最

終的な（インターワークフロー記述言語による）イン

ターワークフロー定義データをそれぞれ別ファイルと

して保存できる．これにより，インターワークフロー

プロセスデータを読み込んで，プロセスの部分修正や，

プロセスの組織への割当ての変更が可能である．

上記の記述チェック，ファイル保存，インターワー

クフロー記述言語への変換などの操作指示は，一般的

なWindowsアプリケーションと同様，メニューバー

に用意されている（図 5 参照）．

これらにより，設計目標とした汎用性の高いモデリ

ングが，簡単な操作で可能になったといえる．

5.2 トランスレータ

インターワークフロー定義データに基づいて，各組

識の業務に対応するプロセス定義データを作成する支

援機構である．本プロジェクトでは，商用ワークフロー

管理システムである Groupmaxと InConcertへのト

ランスレータを実現した．トランスレータはインター

ワークフロー定義データおよびインターワークフロー

リソースデータを入力し，プロセスごとに Groupmax

あるいは InConcertを指定してプロセス定義データへ

変換する（図 7参照）．このプロセス定義データをスケ

ルトンと呼ぶ．同時に，トランスレータは，エンジン

図 7 トランスレータの起動画面
Fig. 7 Translator.

が接続プロトコルを実行するときに参照する連携パラ

メータリストを生成する．パラメータリストの基とな

るデータは，リソースデータとインターワークフロー

プロセスデータから得られる．ただし，ContractID

は連携する両組織の会社名を基にして自動生成される．

インターワークフロー支援システムを使用しないとき

は，ワークフロー定義ユーザが各ワークフロー管理シ

ステムの所定ツールを使用して，このパラメータリス

トに入力する．したがって，同一パラメータが異なる

2カ所で入力されるため，不一致となる恐れがある．

スケルトンは各ワークフロー管理システムのプロセ

ス定義ツールで編集することが可能である（図 8 参

照）．インターワークフロープロセスデータ上の内部

アクション（Act1，Act2や Act10，Act11など）は，

その名称は引き継がれるが，担当者やアプリケーショ

ンが未割当てのアクティビティに変換されている．こ

こで，そのアクティビティに担当者やアプリケーショ

ンを割り当てる．また必要に応じて，アクティビティ

を追加する．これらは，各組識の独立性保持のために，

各組識の協議で記述するインターワークフロープロセ

スデータ上ではブラックボックスとせざるをえなかっ

たところを，詳細な内部プロセスに置き換える作業で

ある．すなわち，階層的なプロセス記述である．

なお，上記のプロセス定義ツールでの編集結果が，

組織間連携の制約を逸脱していないことをチェックす

るためのベリファイヤがトランスレータのオプション

機能として用意されている．

複数の商用ワークフロー管理システムのプロセス定

義データへのトランスレータが実現できたことにより，

文献 5)，6)において，トランスレート（コンパイル）

が容易であると提案したインターワークフロー記述言

語の有効性が実証された．

6. インターワークフロー支援システムの効果

インターワークフロー定義ツールおよびトランス
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（a）InConcertのプロセス定義ツールで表示した A社プロセス
のスケルトン

(a) A-company’s skeleton on InConcert definition tool.

（b）Groupmaxのプロセス定義ツールで表示した B社プロセス
のスケルトン

(b) B-company’s skeleton on Groupmax definition tool.

図 8 各プロセス定義ツールで表示したスケルトン
Fig. 8 Skeletons on definition tools.

レータの効果を以下に述べる．

( 1 ) インターワークフローの効率的構築

　インターワークフロー支援システムを使用しなくて

も，各ワークフロー管理システムのプロセス定義ツー

ルのみで組織間の連携も定義できる．ただし，異種

ワークフロー管理システムとの接続プロトコルの実行

に必要な連携パラメータリストを両側のワークフロー

管理システムで矛盾なく設定する必要がある．これら

のパラメータは，通常のプロセス定義データを記述す

る画面とは異なる画面から設定するために誤設定の恐

れがある．さらに，連携規模が大きくなると，コント

ラクト IDなどのパラメータが多くなるため，これら

を両組織で矛盾なく設定することは不可能に近い．

　インターワークフロー支援システムを使用する場合

は，同一パラメータを異なる 2カ所で設定することは

ない．また，コントラクト IDは自動生成して，両側

のワークフロー管理システムに同一値を設定するため

に，不一致は生じない．

　これらのため，インターワークフロー構築（定義お

よび試験）時間の大幅な改善が期待できる．

( 2 ) 組織間ビジネスプロセスの継続的改革

　インターワークフロー定義ツールは，組織間ビジネ

スプロセス統合を行う際に，社間プロセスを検討し，

合意するまでのドキュメンテーションツールとしても

使用できる．このとき便利になるように，プロセスエ

ディタには，プロセス定義領域に任意のコメントをメ

モパッドとして貼り付ける機能を用意している．

最終的に合意されたインターワークフロープロセス

データとリソースデータは，インターワークフローの

構築に利用した後，保存しておくことにより，次回に

組織間ビジネスプロセスを改革するときに，現状プロ

セスを表現するものとして利用できる．これを基に，

改善プロセスの検討や記述を行えば効率的である．こ

のときに，上記のメモパッドが非常に役立つと考えら

れる．

また，成功した組織間ビジネスプロセスを，他組織

に水平展開する場合にインターワークフロープロセス

データを流用することも可能である．組織が異なるの

で使用するワークフロー管理システムが異なることも

あろうが，それに対応したトランスレータを使用すれ

ば問題ない．

7. 評 価 試 験

インターワークフロー構築（定義および試験）時間，

すなわち 6章 ( 1 )で述べた効果を定量的に評価する．

評価にはプロジェクト参加社の実業務をモデル化し

たものを使用する（図 9 参照）．3組織（事業部，購

買部，納入業者）にまたがるビジネスプロセスであり，

これをインターワークフローとして構築するに要する

時間を以下の 2ケースについて測定する．

( 1 ) インターワークフロー支援システムを不使用：

ワークフロー管理システムのプロセス定義ツー

ルのみでプロセス定義データを完成させる．

( 2 ) インターワークフロー支援システムを使用：

インターワークフロー定義ツールでインター

ワークフロー定義データを作成し，トランス

レータで各ワークフロー管理システムのスケル

トンに変換する．次にワークフロー管理システ

ムのプロセス定義ツールでプロセス定義データ

を完成させる．

3組織の実験サイトおよび使用ワークフロー管理シ

ステムは以下のとおりである．サイト間はインター

ネットで接続している．

• 事業部：アーク情報システム（東京），Groupmax

• 購買部：神奈川工科大学（厚木），InConcert



2716 情報処理学会論文誌 Oct. 2000

図 9 評価実験に使用したビジネスプロセス
Fig. 9 Business process for experimental proof.

• 納入業者：NTTソフト（横浜），InConcert

上記 ( 1 )の場合は，各サイトでプロセス定義データ

を作成する．上記 ( 2 )の場合は，アーク情報システム

においてインターワークフロー定義データを作成し，

各サイトに配布後トランスレート以降の作業をする．

実験は本プロジェクト参加社の若手技術者 6名（男

性 5名，女性 1名）が 2つのチームA，Bに分かれて

実施した．各チームが紙面に記載されたビジネスプロ

セスの提示を受けて，各組識のプロセス定義データを

作成する時間，次にサイトにまたがってワークフロー

管理システムを連動させて業務が遂行することの確認

試験および定義データの誤り修正を繰り返す時間を測

定する．チーム Aは上記の ( 1 )，( 2 )の順に実施し，

チーム Bはその逆に実施して，両チームの測定値を

平均することにより，チーム間のスキル差と実施順序

の違いを吸収する．結果を図 10 に示す．

定義時間の短縮はわずかである．しかし，試験・修

正時間は約 1/4に激減し，これにともない構築時間全

体は約 40%に短縮されている．

定義データの誤り件数を比較すると，インターワー

クフロー支援システムを使用しない場合は両チーム平

均で 5件，使用した場合は両チームとも 0件である．

これにともない，インターワークフロー支援システム

を使用しない場合は確認試験の回数は両チーム平均で

6回となっている．インターワークフロー支援システ

ムを使用しない場合は，パラメータの相互矛盾が予想

どおり生じており，修正と再試験に手間どった．分散

図 10 評価実験結果
Fig. 10 Evaluation acquired from experimental proof.

環境での修正作業は大きなペナルティーとなる．

より複雑なビジネスプロセスになるほど，試験・修

正時間の割合が増加するので，効果はさらに増加する

と考えられる．

インターワークフロー定義ツールは 1回目の実装で

あり，操作性にやや難点があった．それに対し，比較

対象となったワークフロー定義ツールは，いずれも操

作性のリファインを繰り返した商用製品である．それ

でも比較評価で効果が出たことは，方式の優位性を示

すものである．

ここで報告した範囲では，評価試験は参加者数，回

数とも十分とはいえないので，評価試験の結果は一般

的であるとは断言できないが，効果があるという傾向

は示せた．なお，より詳しい評価結果は，紙面の関係

で別論文で報告する．
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8. ま と め

本論文では，商用ワークフロー管理システムと連動

する，実用を目指したインターワークフロー支援シス

テムの設計と実証実験による評価結果を述べた．本シ

ステムは，インターワークフローの実現に向けて非常

に有効であることが示された．

今回のプロジェクトでは，日本で初めて商用ワーク

フロー管理システム（Groupmaxと InConcert）を連

携させることに成功した．特に，高度な並行同期型に

よる連携，およびインターワークフロープロセスの

階層化定義は世界で初めての実績である．この成果は

1999年 12月に東京で開催されたWfMCの年次総会

で報告され，実際のデモンストレーションでも高い評

価を得て，標準化に反映されることとなった．今後，

他の商用ワークフロー管理システムへのトランスレー

タの開発も期待される．

さらに総合的なインターワークフロー支援を充実さ

せるために，今後の課題として次の点があげられる．

まず，第 1 の支援機構の充実化として，インター

ワークフローの効果を事前に分析評価するために，イ

ンターワークフロー定義データを基にしたシミュレー

タを実現する必要がある．

次に，第 3の支援機構の充実化として，分散環境下

でのインターワークフローの進捗管理や履歴管理につ

いての検討を進める必要がある．

さらに，本論文で述べたインターワークフロー構築

はトップダウン型であるが，インターワークフローが

普及すると，既存のワークフロープロセスを連携して，

ボトムアップでインターワークフローを構築する要求

も考えられる．すなわち，第 2 の支援機構の充実化

として，既存のワークフロープロセスの一部をブラッ

クボックス化したうえで，インターワークフロー定義

データへ変換する逆トランスレータの検討が必要で

ある．
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野はグループウェア，データベース．著書「ワークフ

ロー」（日科技連出版）等．1992～1996年本会学会誌

編集委員・幹事・主査．1996～2000年本会論文誌編

集委員．電子情報通信学会会員．

勝間田 仁（正会員）

1969年生．1992年日本大学生産

工学部数理工学科卒業．1994年同大

学大学院生産工学研究科博士前期課

程数理工学専攻修了．1997年北海道

大学大学院工学研究科博士後期課程

情報工学専攻修了．博士（工学）．同年神奈川工科大

学情報工学科助手，現在に至る．分散ワークフロー，

グループウェア，マルチエージェントシステムに興味

を持っている．電子情報通信学会，計測自動制御学会，

人工知能学会，IEEE-CS，ACM各会員．

世古 将洋（学生会員）

2000 年神奈川工科大学工学部情

報工学科卒業．同年，同大学大学院

入学．グループウェア，CSCWに関

する研究に従事．

提箸 公代

（株）アーク情報システム社員．

1988年入社，基本ソフト系に従事，

現在は部長．津田塾大学数学科を卒

業後，（株）日本科学技術研修所勤務

を経て現在に至る．

渋谷 亮一

1984年，静岡大学工学研究科（電

気工学専攻）卒業．同年（株）日立製

作所入社．1995年まで，主にメイン

フレーム系のコンピュータネットワ

ーク通信管理プログラムの開発に従

事．その後，自社のワークフロー関連製品（Groupmax

Workflow，およびWorkCoordinator）の開発，さら

に 1998年よりインターワークフロー接続実験プロジェ

クトに従事し，現在に至る．1997 年より，ワークフ

ロー技術の国際標準化団体WfMC（Workflow Man-

agement Coalition）のテクニカルコミッティ委員を

務める．

石丸 知之（正会員）

1984年東京農工大学大学院修士課

程修了．1985年（株）東芝入社，現

在に至る．基本ソフトウェアの開発

と，ミドルウェアの開発に従事．博

士（工学）．

大南 正人

1970 年東北大学工学部応用物理

学科卒業，1972年同修士課程修了．

同年日本電信電話公社入社．以来，

オペレーティングシステムの研究実

用化に従事．1997年よりNTTソフ

トウェア（株）．現在モバイルコンピューティング事

業部長．電子情報通信学会会員．

岡田 謙一（正会員）

慶應義塾大学理工学部情報工学科

助教授，工学博士．専門は，グルー

プウェア，コンピュータ・ヒューマ

ン・インタラクション．「コラボレー

ションとコミュニケーション」（共立

出版）をはじめ著書多数．グループウェア研究会主査，

モーバイルコンピューティング研究会運営委員，日本

VR学会仮想都市研究会幹事．情報処理学会論文誌編集

主査，電子情報通信学会論文誌編集委員．SAINT2001

プログラム副委員長，INTERACT2001財務委員長．

IEEE，ACM，電子情報通信学会，人工知能学会会員．

1995年度情報処理学会論文賞受賞．


